
静岡県教育委員会

ＨＰ用ＨＰ用

令和４年度 教育委員会 第18回定例会 議案

１ 日 時 令和５年２月８日（水） 午後１時30分

２ 場 所 教育委員会議室

３ 日 程

（１）開 会

（２）議 案

第 34 号議案 令和５年２月県議会定例会に提出する報告書 … １

第 35 号議案 令和５年度教育行政の基本方針の策定 … ５

＜非＞第 36 号議案 令和５年２月県議会定例会に提出する議案 … 非

（３）報告事項

（４）閉 会



、



第 34 号議案

令和５年２月県議会定例会に提出する報告書

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 26 条の規

定に基づき、下記報告書を議会に提出する。

令和５年２月 10 日提出

静岡県教育委員会教育長

記

１ 静岡県教育振興基本計画（2022 年度～2025 年度） 2022 年度 評価書
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【補足資料】 令和５年２月８日上程

（件名）

令和４年度の教育行政の点検及び評価

（静岡県教育振興基本計画（2022～2025 年度）の評価）

（教育政策課）

１ 協議の要旨

教育委員会では、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 26 条により、

毎年、教育行政の点検及び評価を行い、議会へ報告することが義務付けられている。

「静岡県教育振興基本計画」に記載の主な取組の進捗状況について、教育委員協

議会や県教育振興基本計画推進委員会での意見をいただきながら、評価報告書を作

成したので、教育委員会定例会に上程する。

２ 今後のスケジュール

定例会での議決後、県議会２月定例会へ提出し、議会終了後、ホームページで公

表する。

時 期 内 容

２月８日(水） 教育委員会定例会に議案として提出

２月14日(火） 県議会２月定例会常任委員会（文化観光、文教警察）に提出

３月23日(木) 第４回静岡県総合教育会議にて報告

３月下旬 県ホームページ公表
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静岡県教育振興基本計画（2022～2025 年度）の評価

（教育行政の点検評価）

（要 旨）

「静岡県教育振興基本計画(2022 年度～2025 年度)」（以下「計画」という。）に

ついて、令和４年度の評価結果を取りまとめた。

なお、この評価は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条の規定に

よる教育委員会の事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価を兼ねる。

（概 要）

１ 令和４年度評価方法

・計画初年度で令和４年度の実績値を把握できない指標が多く、指標の推移をも

って客観的に達成度を測ることが困難なため、定性的な評価を実施

・計画に掲げる主な取組について、目標や成果指標に影響の強い取組を中心に、

令和４年度の取組状況及び今後の取組方針を整理

・成果指標及び活動指標の最新の実績値（令和３年度実績値等）を確認

・必要に応じて取組や指標の追加・変更を実施

２ 令和４年度の評価結果の概要（取組状況等）

令和４年度の主な取組 今後の取組方針

第１章 「文武芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

探究シンポジウムを開催し、基調講演、パネルディ

スカッション、事例発表・情報交換を実施

探究シンポジウムの継続的な開催、

オンラインプラットフォームの構築

等により、探究的な学びを推進

ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設置し、ヘル

プデスクの開設、ＩＣＴ支援員の派遣を実施

ＩＣＴ支援員の派遣等を継続し、学

校の実情に応じた支援を実施

幼児教育・保育施設等を対象に安全管理講習会及び

安全管理調査・指導を実施するとともに、安全管理

指針を策定

幼児教育・保育施設等に対する指導

監査等により安全管理の徹底を図る

とともに、危機管理の強化等を推進

令和３年度からＳＰＡＣ演劇アカデミーの運営
を開始し、令和４年度は 15 人が受講

ＳＰＡＣの資源を活用した人材育成

を継続

３地区の地域協議会で意見を伺いつつ、新設した検

討委員会において県立高校の在り方を検討し、今後

の基本的な方向性を取りまとめ

検討委員会での検討を進め、基本計

画を策定するとともに、地域協議会

も開催地区を拡大して実施

第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

ヤングケアラーに関する電話相談及びＬＩＮＥ相

談の窓口を開設するとともに、研修や交流会、コー

ディネーターの派遣等を実施

ヤングケアラーの早期発見・把握に

取り組むとともに、ヤングケアラー

の理解促進、相談窓口の周知を強化

生徒の問題や課題の早期発見・解決を図るため、静

岡中央高校で気づきカフェを定期的に実施

気づきカフェを他の単位制・定時制

の高校へ事業展開

県立特別支援学校において、学校体制による人工呼

吸器管理のモデル事業を実施

モデル事業で得た成果や課題を基に

条件整理や体制整備を検討

国際バカロレア教育の県立高校への導入に向けて

志榛地区新構想高校を候補校に決定

令和８年度導入を目指し、手続きや

教員養成等を実施

令和５年度からのリカレント教育モデルプログラ

ムの提供に向けて内容を検討

リカレント教育の全県的な普及に向

け、誰もが受講しやすい環境を構築

第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

市町におけるコミュニティ・スクール導入を支援す

るとともに、全ての県立の高校及び特別支援学校に

おける実施に向けて研修等を実施

導入拡大に向けた取組継続し、地域

と一体となった特色ある学校づくり

を推進
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第 35 号議案

令和５年度 教育行政の基本方針の策定

令和５年度 教育行政の基本方針を別紙のとおり策定する。

令和５年２月８日提出

静岡県教育委員会教育長
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【補足資料】 令和５年２月８日上程

（件名）

令和５年度 教育行政の基本方針の策定

（教育政策課）

１ 要旨

教育委員会では、教育行政の基本的な考え方を学校現場に浸透させ、着実に教育

行政を推進するため、毎年度「教育行政の基本方針」（以下「基本方針」という。）

を策定している。

令和５年度の基本方針について、教育委員会定例会に上程する。

２ 策定の考え方

令和５年度の基本方針については、単年度計画としての重点が明確になるよう、

社会状況の変化を考慮するとともに、部局長方針書や令和５年度当初予算重点事業、

教育振興基本計画の評価等を踏まえて事務局案を策定した。
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令和５年度 教育行政の基本方針（案）

静岡県教育委員会では、令和５年度、すべての⼦どもたちのウェルビーイングを⽬指し、
他者と協調して新たな価値を創造する⼒の育成に向け、学校・家庭・地域の連携・協働の
下、以下の取組を重点的に推進します。
特に、予測困難な時代を⽣き抜く⼒を育む探究的な学びの充実、誰⼀⼈取り残さない教

育の実現、教職員や児童⽣徒の⼈権意識醸成の更なる推進に取り組み、本県の未来を担う
「有徳の⼈」を社会全体で育成していきます。

Ⅰ 「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

１ 「知性」・「感性」を

磨く学びの充実
個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化

・「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善、ＳＴＥＡＭ教育の推進

・静岡式 35 人学級編制の継続、小学校高学年の教科担任制導入促進による

指導の充実

・探究的な学びの質の向上を図る情報共有の仕組みの構築と教員研修の充実

児童生徒一人ひとりの

能力を最大限に発揮さ

せるとともに、学びに向

かう力・人間性、他者と協

働する力を高める教育を

推進します。

ＩＣＴ等の活用による新たな学びの展開

・個別最適な学びの実現に資するデジタルプラットフォームの実証

・特別支援学校におけるＩＣＴ活用の推進

乳幼児の教育・保育の充実

・特別な配慮を必要とする幼児等への対応に係るモデル実証や幼児教育

サポートチームの活用

子どもの読書活動の推進

・成長過程に応じた本に親しむ機会の提供と読書活動の啓発

２ 「技芸を磨く実学」

の奨励
社会的・職業的自立に向けた教育の推進

・キャリア・パスポートの活用等による体系的・系統的なキャリア教育の推進

児童生徒が生き方や

仕事に対する価値観に

ついて考え、希望する進

路を実現できる力を育み

ます。また、スポーツに親

しむ環境づくりや体力の

向上を図ります。

スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進

・部活動指導員等の充実、休日の部活動の段階的な地域移行も含めた地域と

の連携・協働

・児童生徒の体力向上に向けた取組の推進

多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信

・「東アジア文化都市 2023 静岡県」を契機とした文化芸術活動の奨励

高等学校等の魅力化・特色化

・多様な学習ニーズに対応するオンリーワン・ハイスクール、演劇・スポーツなど

新学科設置等の推進

・地域の意見を踏まえた県立高校の在り方の検討と具現化

３ 学びを支える魅力

ある学校づくりの

推進
教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化・教職員の働き方改革の推進安定した教育基盤の

整備や、時代に対応した

多様で魅力ある学びの

場づくりを進めます。

・新たな資質を持つ教員の育成、ＩＣＴ活用指導力の強化

・教職員のこころと体のサポートの充実、コンプライアンスの徹底

・学校運営のあり方の見直しや、働きやすい職場環境づくりによる「校務の

ＤＸ」の推進

学校施設等の安全・安心の確保

・学校施設の計画的な整備・建替え・長寿命化改修、特別支援学校の施設狭

隘化解消

・県立学校のトイレの洋式化、環境に配慮した施設整備の推進

・被災地訪問等による防災人材の育成、関係機関との連携による安全対策の推進

※下線の項目は新たな視点による取組や特に充実を図る取組です。
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Ⅱ 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

Ⅲ 社会総がかりで取り組む教育の実現

１ 多様性を尊重する

教育の実現
人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着・多様な課題に応じたきめ細かい支援

・教職員や児童生徒の人権意識醸成の更なる推進、生徒の意見を踏まえた

校則の検証・見直し

・ヤングケアラー等、困難を抱える児童生徒への相談・支援体制の強化

・公民連携の強化による選択可能な居場所づくり

多様な価値観を認め、

互いに支え合う教育を推

進するとともに、課題を抱

える子どもたちを誰一人

取り残すことのないよう、

支援体制の充実を図りま

す。

特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実

・医療的ケア児への就学支援の充実

・インクルーシブ教育システムの理念に基づく「共生・共育」の更なる推進

外国人県民・外国人児童生徒への教育の充実

・外国人児童生徒へのきめ細かな日本語指導、不就学解消の支援、キャリア

形成の支援

２ グローバル・グロー

カル人材の育成
国際的な学びと地域学の推進

・「ふじのくにグローバル人材育成基金」によるオンラインも活用した海外

交流機会の提供

・県立高校への国際バカロレア教育の導入によるグローバル教育・探究学習の推進

・地域の歴史や文化を知り、郷土のよさを実感できる学習機会の充実

グローバルな視点と地

域への関心を併せ持ち、

国際社会や地域に貢献

できる人材を育成しま

す。 優れた才能や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実

・ＳＤＧｓ教育やアントレプレナーシップ教育等の充実

地域産業を担う人材の育成

・農業・水産高校とＡＯＩ・ＭａＯＩプロジェクトとの連携

・産業界から専門高校にＣＥＯや技術者を招聘する「マイスター・ハイスクール」

事業の推進

３ 生涯を通じた学び

の機会の充実

誰もが心豊かな人生を

送れるよう、生涯にわた

って学び続けられる環境

づくりを推進します。

全世代に対する学びの機会の充実・誰もがともに学ぶことのできる機会の充実

・知の探究と創発の拠点となる新県立中央図書館の整備

・県立ふじのくに中学校（夜間中学）の開校、運営

１ 社会とともにある

開かれた教育行政

の推進

社会全体の意見を反映した教育行政の推進、市町と連携した教育行政の推進

・外部有識者等の意見を踏まえた教育振興基本計画の取組の評価、施策への

反映

・市町教育委員会への訪問等を通じた課題の聴取及び学校支援充実に向けた

助言等

地域や学校・市町の多

様なニーズ、社会全体の

意見を反映した開かれた

教育行政を推進します。

２ 地域ぐるみの教育

の推進
学校・家庭・地域の連携推進・家庭や地域における教育力の向上

・コミュニティ・スクールの設置推進・運営充実と地域学校協働活動との

一体的推進

・寄附金を活用した、主体的な学びを深める教育の充実等に向けた取組の拡大

・多様性を強みとする体験活動や家庭教育の充実

複雑化・多様化する教

育課題の解決に向け、

学校、家庭、地域、企業

等の連携・協働を進め、

地域ぐるみで子どもたち

の学びや育ちを支える環

境づくりに取り組みます。
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＜非＞第 36 号議案

令和５年２月県議会定例会に提出する議案

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29

条の規定に基づき、下記議案に同意する。

令和５年２月８日

静岡県教育委員会教育長

記

（予算案）

１ 令和５年度静岡県一般会計当初予算（教育委員会関係）

２ 令和４年度静岡県一般会計補正予算（教育委員会関係）

（条例案）

３ 静岡県立学校設置条例の一部を改正する条例

４ 静岡県教育委員会職員等定数条例の一部を改正する条例

５ 静岡県教職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

６ 博物館法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例
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（予算案）

（１）総括表 （単位：千円）

R５当初予算

△ 5.6

△ 2.6

10.6

△ 2.5

△ 1.6

△ 1.8

3.9

179.0

△ 12.3

0.0

0.0

0.0

△ 5.1

１　令和５年度静岡県一般会計当初予算（教育委員会関係）

R４当初予算 比 較 増 減

Ａ Ｂ
Ｃ

（Ｂ－Ａ）

人　件　費　(a) 177,380,000 167,430,000 △ 9,950,000

・計上人員(180人減)   ▲586百万円
・昇給影響額　　　　　1,964百万円
・新陳代謝　　　　　▲3,065百万円
・退職手当　　　 　▲10,211百万円
・給与改定        　  1,218百万円

事　業　費　(b)
（教育費＋災害対策費）

33,660,941 32,792,765 △ 868,176

行 政 費 9,167,975 10,138,894 970,919

・高等学校管理費の増
                     （406百万円） 
・特別支援学校管理運営費の増
                     （196百万円）
・県立学校医療的ケア児就学支援
　事業費（新規）　   （110百万円）

庁 舎 等
維 持 費

2,273,384 2,216,119 △ 57,265
・県立学校等修繕費の減
　　　　　　　　　　（▲41百万円）

国　　庫
奨 励 費

6,875,584 6,766,795 △ 108,789

・高等学校就学支援事業費の減
　　　　　　　　 　（▲155百万円）
・高等学校等奨学事業費の減
　                  （▲25百万円）

県　　費
奨 励 費

243,770 239,418 △ 4,352
・学校安全管理事業費の減
　　　　　　 　　　  （▲5百万円）

積立金 32,303 33,560 1,257
・ふじのくにグローバル人材育成
　基金積立金の増　　 　（1百万円）

各部公共 63,800 178,000 114,200
・新県立中央図書館整備事業費の増
　　　　　　　　　   （134百万円）

単独事業 14,558,125 12,773,979 △ 1,784,146

・県立学校等施設整備事業費の減
 　　　　　　　　（▲1,801百万円）
・県立学校等長寿命化事業費の減
　　　　　　　　   （▲198百万円）
・県立学校施設魅力向上事業費
　（新規）　　　   　 （45百万円）

調　査　費 16,000 16,000 0

補助現年災 400,000 400,000 0

単独現年災 30,000 30,000 0

合　計 (a+b) 211,040,941 200,222,765 △ 10,818,176

　　    　年　度　

　区　分

伸率
（％）

Ｃ／Ａ

主　　な
増減要因

災
害
対
策
費

教
育
費
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（２）債務負担行為

ア　委託契約 （単位：千円）

1

2

3

4

5

6

イ　賃貸借契約 （単位：千円）

1

2

3

4

ウ　工事契約 （単位：千円）

1

2

3

4

5

事　　　　　　　　　　　項 委託予定額
令和５年度
計上予算額

債務負担行為
限   度   額

期　間

地盤変動影響調査委託契約
（佐久間地区教職員住宅）

4,400 0 4,400 R５～６

特別支援学校校舎建築設計委託契約
（中東遠･浜松地区新特別支援学校）

567,000 57,000 510,000 R５～６

高等学校校舎建築設計委託契約
（沼津東高等学校）

725,000 73,000 652,000 R５～６

特別支援学校校舎建築設計委託契約
（静岡北特別支援学校）

643,000 65,000 578,000 R５～６

高等学校校舎建築設計委託契約
（志榛地区新構想高等学校）

105,000 11,000 94,000 R５～６

新県立中央図書館
木材調達支援業務委託契約

5,200 1,600 3,600 R５～６

事　　　　　　　　　　　項 賃貸借予定額
令和５年度
計上予算額

債務負担行為
限   度   額

期　間

教育総合ネットワークシステムサー
バ機器等賃貸借契約

678,500 0 678,500 R５～10

高等学校仮設校舎賃貸借契約
（浜松工業高等学校）

39,200 12,800 26,400 R５～９

高等学校仮設校舎賃貸借契約
（静岡東高等学校）

422,200 0 422,200 R５～10

県立中央図書館総合電算管理システ
ムサーバ等賃貸借契約

45,600 23,900 21,700 R５～６

事　　　　　　　　　　　項 工事予定額
令和５年度
計上予算額

債務負担行為
限   度   額

期　間

高等学校校舎改修工事契約
（志榛地区新構想高等学校その１）

310,000 0 310,000 R５～６

特別支援学校校舎改修工事契約
（静岡地区新特別支援学校）

219,000 88,000 131,000 R５～６

高等学校校舎解体工事契約
（清水東高等学校）

249,000 50,000 199,000 R５～６

高等学校校舎改修工事契約
（清水東高等学校）

86,000 0 86,000 R５～６

高等学校校舎改修工事契約
（島田高等学校）

1,672,000 168,000 1,504,000 R５～６
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（単位：千円）

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

事　　　　　　　　　　　項 工事予定額
令和５年度
計上予算額

債務負担行為
限   度   額

期　間

高等学校校舎建築工事契約
（富士宮東高等学校）

1,723,000 122,000 1,601,000 R５～６

高等学校校舎建築工事契約
（富士宮北高等学校）

1,368,000 96,000 1,272,000 R５～６

高等学校校舎建築工事契約
（清水西高等学校）

2,517,000 203,000 2,314,000 R５～６

高等学校校舎建築工事契約
（焼津中央高等学校）

2,225,000 0 2,225,000 R５～７

高等学校校舎解体工事契約
（浜松工業高等学校）

78,000 0 78,000 R５～６

高等学校校舎建築工事契約
（静岡東高等学校）

12,000 0 12,000 R５～６

高等学校校舎改修工事契約
（静岡東高等学校）

73,000 0 73,000 R５～６

高等学校校舎改修工事契約
（浜松南高等学校）

73,000 22,000 51,000 R５～６

高等学校校舎改修工事契約
（志榛地区新構想高等学校その２）

199,000 0 199,000 R５～６

高等学校校舎改修工事契約
（清水南高等学校）

128,000 39,000 89,000 R５～６
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（１）総括表 （単位：千円）

教育委員会所管分

人件費

事業費

教育費

災害対策費

（２）事業概要
 ア　主な増額分 （単位：千円）

イ　主な減額分（３億円以上の事業） （単位：千円）

（３）繰越明許費

　 ア　変更 （単位：千円）

２　令和４年度静岡県一般会計補正予算（教育委員会関係）

212,904,341 ▲ 1,041,196 211,863,145 

178,676,000 807,556 179,483,556 

34,228,341 ▲ 1,848,752 32,379,589 

33,798,341 ▲ 1,574,750 32,223,591 

430,000 ▲ 274,002 155,998 

事業名 現計 補正額 説明

教職員給与費 178,676,000 807,556 
事業費の確定に伴う教職員に係る人件費
の増額

高等学校管理費 2,485,300 388,398 光熱費高騰の影響等に伴う事業費の増額

特別支援学校管理運営費 1,481,000 52,029 光熱費高騰の影響等に伴う事業費の増額

事業名 現計 補正額 説明

県立学校等長寿命化事業費 9,546,100 ▲ 931,219 事業費の確定に伴う事業費の減額

高等学校就学支援事業費 5,601,633 ▲ 338,791 事業費の確定に伴う事業費の減額

金額

補正前 補正後

教育管理費 42,000 1,398,000

県立学校等長寿命化事業等において、新
型コロナウイルス感染症の影響等に伴
い、関係機関との調整、入札不調に伴う
再調整、その他計画・設計に関する諸条
件の調整に日時を要したことにより、年
度内に事業を完了することが困難と予測
されるため。

区　分 補正前の額 補正額 累計

事業名 説明
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 イ　追加 （単位：千円）

（４）債務負担行為

 ア　変更 （単位：千円）

事業名 金額 説明

高校教育費 6,000

国の補正予算に係るきめ細かな生徒支援充実事業
において、事業着手が年度末になることにより、
年度内に事業を完了することが困難と予測される
ため。

図書館費 30,000

新県立図書館整備事業において、計画・設計に関
する諸条件の調整に日時を要したことにより、年
度内に事業を完了することが困難と予測されるた
め。

現年災害教育施設復旧費 78,000

現年災害教育施設復旧事業において、計画・設計
に関する諸条件の調整に日時を要したことによ
り、年度内に事業を完了することが困難と予測さ
れるため。

事　　　項 区　 分 委託予定額
令和３年度
計上予算額

債務負担行為
限   度   額

期　間

変更前 838,000 251,000 587,000 R３～５

変更後 838,000 251,000 587,000 R３～６

新県立中央図書館
建築設計委託契約

14



（条例案）

３ 静岡県立学校設置条例の一部を改正する条例

高校教育課

静岡県立ふじのくに国際高等学校を設置するため、所要の改正を行うもので

ある。

（１）改正の概要

ア 静岡県立高等学校第三次長期計画に基づき、静岡県立金谷高等学校を改

編し、新たに静岡県立ふじのくに国際高等学校を設置する。

イ その他所要の改正を行う。

（２）施行期日

令和６年４月１日
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４ 静岡県教育委員会職員等定数条例の一部を改正する条例

教育総務課

公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律（昭和36年法

律第188号）、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律（昭和33年法律第116号）等に基づき、職員定数の改正を行うものである。

（１）改正の概要

（２）施行期日

令和５年４月１日

区分 現行定数 改正定数 増減

学校の職員 ８，０５９人 ７，９８８人 △７１人

県費負担教職員 １１，２７２人 １１，２２９人 △４３人
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５ 静岡県教職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

教育総務課

夜間中学（夜間授業を行う中学校）の設置に伴い、特殊勤務手当を新設する

ものである。

（１）改正の概要

夜間中学業務手当の新設

（２）施行期日

令和５年４月１日

対象業務 職員の区分 支給額

夜間中学に勤務する職員が本務

として行う夜間中学に係る業務

管理職手当受給職員 日額 870 円

その他の教育職員 日額 1,000 円
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６ 博物館法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

社会教育課

博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）の一部改正に伴い、関係する条例につい

て所要の改正を行うものである。

（１）改正を行う条例

静岡県青少年のための良好な環境整備に関する条例（昭和 36 年静岡県条

例第 55 号）

（２）改正の概要

（３）施行期日

令和５年４月１日

条例名 改正箇所 改正内容

静岡県青少年のため

の良好な環境整備に

関する条例

第 10 条の４

自動販売機等による物品

の販売等の自主規制

引用する条項の改正

その他必要な改正
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報告事項１ 令和５年２月８日

（件 名）

令和５年度静岡県教員研修計画

（教育政策課）

１ 教員研修計画

教育公務員特例法において、校長及び教員の任命権者は、校長及び教員の資質の

向上に関する指標を定め、毎年度、当該指標に基づく教員研修計画を定めることと

されている。

この度、「静岡県校長育成指標」及び「静岡県教員育成指標」に基づき、静岡県教

員育成協議会の審議を経て、「令和５年度静岡県教員研修計画」を策定した。

今後、２月末までに、政令市を除く各市町教育委員会並びに県立学校に通知する。

２ 計画の概要

校長及び教員に必要な資質能力を育成するため、指標に基づき、新規研修の企画

や既存研修の改善及び精選を行った。研修の実施に当たっては、集合型研修とオン

ライン研修の適切な組合せ、チーム研修やメンター方式の研修の充実、校内研修と

校外研修の関係付けによる研修と実践の往還等に留意し、効果的・効率的な実施に

努めていく。

３ 計画の重点

(1) 国の「資質の向上に関する指標の策定に関する指針」の改正に対する対応

ア 不祥事根絶のための研修の充実

イ 特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実に係る研修の充実

ウ ICT 活用教育（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ、ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ等）に係る研修の充実

エ 校外研修、校内研修及び自己研修の往還による学びの充実

オ オンライン・Ｅ-ラーニング研修の充実

(2) 県の重点施策に対する対応

ア 「STEAM 教育」等教科横断的な学びの充実

イ 探究活動の加速化

ウ 幼児期の教育支援の充実

エ 教職員や児童生徒の人権意識醸成の更なる推進

オ メンタルヘルスの充実

カ ヤングケアラーの早期発見と支援の拡充

キ 学校でのＳＤＧｓの取組拡大
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配布報告１ 令和５年２月８日

（件名）

監査結果に関する措置状況報告

１ 概 要

令和４年度第２回監査結果は以下のとおりで、指摘等事項についての改善措置

状況を監査委員に報告した。

２ 監査結果の区分

(1) 指 摘

次に掲げる事項に該当し、その程度が著しいもの及びその他指摘すべき重大

な事例

ア 法令・条例・規則に違反している事項

イ 収入確保に適切な措置を要する事項

ウ 予算を目的外に支出している事項

エ 著しく不経済な支出又は著しい損害を生じている事項

オ 既に注意したもので是正又は改善されていない事項

(2) 注 意

指摘に掲げる事項に該当し、その程度が軽微なもの、既に指導したもので是

正されていない事項及びその他特に注意すべき事項

(3) 意 見

組織及び運営の合理化や事務・事業の適正化など多様な観点から必要がある

と認める事項

３ 指摘等一覧

(1) 令和４年度第２回 監査結果

ア 定期監査

＜意見：５件＞

（財務課）

項 目 監査結果 対象期間 監査方法 対 象 結果内容

令和４年度

第２回
Ｒ４.９.30

Ｒ４.６.１

～９.12
定期監査 43 所属

意見５件

注意２件

対 象 機 関 件 名 詳細

教育総務課

会計年度任用職員に係る休暇制度の適切な事務の執行 １

障害者雇用の推進 ２

不祥事根絶に向けた取組 ３

高校教育課 学校維持管理費等の適正な執行 ４

健康体育課 運動部活動の効率的・効果的な実施 ５

P3



＜注意：２件＞

対 象 機 関 件 名 詳細

焼津水産高等学校
会計年度任用職員の年次有給休暇取得に係る不適切な

事務手続
６

教育委員会事務局の出先

機関（機関名は非公表）
教員による生徒への体罰行為等の発生 ７
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配布報告２ 令和５年２月８日

（件 名）

令和６年度 静岡県公立学校教員採用選考試験の日程及び変更点

１ 日程

２ 高等学校教員の変更点

(1) 「工業（建築）」を実施

今年度実施した「建築・デザイン」から「建築」に変更し、工業は「機械」及び

「電気電子通信」と合わせて３科目の実施とする。

(2) 「福祉」は高等学校スペシャリスト選考のみ実施

高等学校スペシャリスト選考「医療機関等での勤務経験を有する者を対象とした選

考」のみ実施とする。

(3) 教科専門試験における加点申請の条件として、以下のものを加える。

ア 独立行政法人情報処理推進機構が実施する「基本情報技術者試験」または「応用

情報技術者試験」の合格者に対して加点を３点とする。

イ 「情報」以外の受験者で、「情報」の免許を取得（取得見込み）の場合の加点を

５点から 10 点に引き上げる。

３ 特別支援学校教員の変更点

教科専門試験における加点申請の条件として、以下の点を加える。

(1) 幼稚園、小学校普通免許状の２つの免許状保有者の加点を３点とする。

(2) 言語聴覚士、理学療法士、作業療法士の資格保有者の加点を、それぞれ３点とす

る。

（義務教育課・高校教育課・特別支援教育課）

第 1 次選考試験 第 2次選考試験

小・中学校教員

養護教員・栄養教員

7/１(土)～２(日)

8/16(水)～18(金)

高等学校教員

特別支援学校教員 8/17(木)～18(金)

P13



、

P14


